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沼田　博幸＊
　雑誌「Intertax：intemational・tax・review」の1973年の創刊号から1996年
分までが図書館に収められた。1997年以降発行のものは既に図書館に所
蔵されており、今回の購入により創刊号から最新号までが揃うことになる。
　ところで、近年における経済・社会のグローバル化を反映して、国際課
税の動向が国民生活に重大な影響を及ぼすようになった。そのため、現在
では、国際課税に関する最新の知識や情報が、税制の研究者や実務家のみ
ならず、国際社会で活躍する企業を含め多くの国民とって必要不可欠のも
のとなっている。
　本誌は、世界各国の直接税および間接税に関する最新の動向を扱ったも
ので、グローバルな税に関する知識や情報について各国の一流の税務専門
家が報告や論文として寄稿したものから構成されている。
　本誌に掲載された記事のテーマをみると、各国の移転価格税制の動向、
米国での租税回避対策の展開、EUの拡大と域内税制の改革、中国の経済
発展に伴う税制の整備、新日米租税条約など、世界中の今日的な課題に対
応した研究が網羅されている。
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　以上のとおり本誌が対象とするテーマは極めて広範であることから、そ
の内容を全般的に紹介することは困難でありかつ余り意味もないので、以
下では、欧州における付加価値税（VAT）の動向のうち欧州域内での国境
調整の問題について、本誌に掲載された記事を引用しつつ論説すること
で、本誌の紹介に代えることとしたい。
1　欧州の統合と付加価値税
　付加価値税（Val　ue・Added・Tax；VAr）は欧州の経済統合と深く関係して
いる。欧州の共通税制として付加価値税が実施されているが、その背景は
次のとおりである。
　欧州連合（EU）は、現在では27力国から構成され、欧州の大半を網羅
する巨大な機構となっているが、最初は、1957年に署名されたローマ条約
により、フランス、ドイツ、イタリアそれにベネルックス3国の合計6力
国からなる欧州経済共同体（EEC）としてスタートしたものである。その
目標は、欧州において、当時強大であった米国やソ連に対抗できるような
統合単一市場を実現することであった。こうした欧州域内単一市場の実現
において最大の課題のひとつが、域内の加盟国間の国境での間接税の調整
問題である。当時は、各国間での輸出競争の激しい時代であり、公平な域
内単一市場の実現には輸出補助金の廃止が必須の課題であった。国際ルー
ルとして輸出価格から間接税分を還付することが認められていたが、各国
がそれぞれに各種の課税方式で多数の間接税を重複して課しており、輸出
段階で商品価格から間接税部分を正確に取り出すことは極めて困難な状態
であった。
　こうしたなかで注目されたのが、1954年にフランスで導入されていた
付加価値税である。これは、既存の間接税を原則としてすべて廃止し、付
加価値税に一本化したものであった。付加価値税とは、消費を課税対象と
した一般間接税の一種で、生産と流通の過程のすべての段階で課税するも
のである。重複課税を回避するために前段階税額控除の仕組みが取り入れ
られているが、これは、モノやサービスの取引を行う事業者が、インボイ
ス（税額の明記された請求書）の交付を通じて、商品を販売した場合には
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価格にVATを上乗せし、商品を購入した場合にはVATを税額控除すると
いう手続きを行い、最終的に消費者に税負担を転嫁するというものであっ
た。この制度のメリットは、生産と流通のいかなる段階にあっても、その
商品価格に占める間接税の割合が明確であるということである（当該商
品の価格にVATの税率を乗ずることで税額の算出が可能である。）。した
がって、輸出段階で当該商品からVAI「相当部分を還付することで、正確
な本体価格による輸出が可能となる。また、輸入国では、当該商品に対応
した国内のVAT税率で課税することにより、輸入商品と国内商品との公
正な競争を実現することとが可能であった。
　こうした長所から、VATは欧州共同体の共通税制とされ、共同体への加
盟に当たっては、VATの導入が条件とされたのである。こうした共通税制
としてのVATの実施は、具体的には欧州委員会（欧州委員会（European
commission）とは、共同体の行政府に相当するものである。）が原案を作
成し、EUの理事会（Council）が承認したVAT指令を通じて実施されてき
ている。なお、指令（directive）とはEU独特の概念であり、一定の許容
枠を定め、その範囲内で、各加盟国がそれぞれ国内法を整備するよう義務
付けるものである。たとえば、指令が標準税率を15％以上20％以下とす
るよう求めると、各加盟国は国内法で具体的な税率を定めることが求めら
れる。そのほか、納税義務者、課税対象、軽減税率の適用、非課税など、
指令は全般的な内容に及んでいる。VATにかかる指令は、1967年の第1
次VAT指令から逐次発せられているが、そのなかで特に重要なのが1977
年に発せられた第6次指令である。これはVATの基本的な仕組みを体系
的に規定したものであり、2007年に廃止されるまで30年にわたり数多く
の改正を重ねつつ適用されてきたものである。
　なお、欧州連合の拡大とともにVATを適用する国は増加しているが、欧
州連合に加盟していない国においても、その制度の優越性のゆえに、先進
国であるか発展途上国であるかを問わず、VATを導入するケースが増加し
ている。1989年に導入されたわが国の消費税もVATタイプの税である。
現在では、米国をのぞきほとんど世界中の国々でVATタイプの税が実施
されている（なお、米国では地方税として小売売上税が実施されている。）。
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2　VAT第6次指令の意義
　VAT第6次指令は1977年に出されている。それまでは1967年に制定
された第1次および第2次VAT指令によっていたが、抽象的な内容に留
まっていた。第6次指令がVATの仕組みについて初めて本格的に規定し
たもので、欧州の加盟国のみならず、世界各国のVATタイプの税制設計
に大きな影響を与えている。
　こうした第6次指令の内容について、本誌では、たとえば次の記事が取
り上げている。
Pierre　Guieu、　Brussels、“EC：Sixth　Council　Directive　on　VAT（Unifo㎜
Basis　of　Assessment）”（lntertax　l977／7）
Report　from　the　Commission　to　the　Council、“EC：Further　Harmonization
of　VAT”@（Intertax　l　983／4）
　ここで、第6次VAT指令が想定していた国境調整の仕組みについて、設
例を用いて説明すると次のとおりである。
　加盟国X（標準税率15％）の事業者Aが、商品M（輸出時点の本体価
格100）を、加盟国Y（標準税率20％）の事業者Bに販売（輸出）する
というケースを想定する。
　商品Mは、輸出時点では、本体価格100とVAT　15で合計ll5の価格と
なっている。商品Mを輸出する場合、事業者Aは税関での手続きに基づ
き輸出免税が認められ、商品MはVAT　15を税額控除した本体価格の100
で輸出される。加盟国Yの事業者Bは、商品Mを本体価格100に加盟国
YのVAT20を加えた120で引き取る。なお、この時点で、商品MのVAT
は、加盟国Xでは事業者Aに15の税額控除（または還付）が認められ、
加盟国Yでは事業者Bに20の課税が行われている。なお、Bが消費者で
あっても、取扱いは同様である。これは、完全な仕向地主義（destination
principle；消費地で課税するもの）の方式であり、国内での事業者間の競
争上の中立性が確保される。
　このように、第6次指令の仕組みは、加盟国間の取引においても、第三
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国の事業者との取引と同様に、税関による国境調整を行うことを前提とし
たものであった。
3　EU域内の物理的国境の撤廃
　欧州の経済統合は、1993年に単一市場の実現に向けて新たな段階に入
り、欧州域内の国境手続（通関手続）が廃止されることとなった。これは、
加盟国間の取引について税関での国境調整が消滅することを意味する。こ
のことがVATの仕組みに与える影響は重大であった。すなわち、原産地
主義（origin　principle；生産地国で課税するもの）への移行が必要となっ
たのである。
　原産地主義に基づいたベストの対応策としては、EUとしての統一課税
を実現することであった。VATを各加盟国が個別に課税するのではなく、
EUとして一元的に課税し、何らかの基準により税収を各加盟国に配分す
るというものである。この場合、加盟国間取引は国内取引と同様に扱われ
る。しかしながら、各加盟国の課税主権が失われるほか、共同体が徴収し
たVATの税収を加盟国間で合意した基準に基づいて配分する必要があり、
政治的に実現不可能であった。
　次に検討された対応策は、清算機構方式（Clearing　House　System）の導
入である。これは、原産地主義の方式を採用し、輸出国では、他の加盟国
への輸出商品についても国内販売と同様に課税し、他方、輸入国では、他
の加盟国からの輸入商品についても国内の商品を購入した場合と同様に
VArの税額控除を認めるというものである。ただし、他の加盟国での納付
したVAI「の税額控除について、加盟国間で相互に清算することが必要と
なる。
　しかしながら、この方式も、清算金額の計算のために作成される経済
データに対し加盟各国の信認がえられず、導入は失敗に終わっている。
　結局、実行されたのは暫定方式で、仕向地主義と原産地主義の混在した
ものとなっている。その仕組みは単純ではなく、取引されるモノおよび
サービスの種類や金額により、あるいは、事業者間取引であるか対消費者
取引であるかなどで課税方式が異なっている。
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　暫定方式をごく単純化して説明すると、消費者に対する販売では原産地
主義が適用され、事業者に対する販売では仕向地主義が適用される。前述
の設例に基づいて説明すると、加盟国YのBが事業者の場合には、仕向
地主義が適用され、加盟国Xの事業者Aは、商品Mを事業者BにW
を上乗せすることなく100で販売する。加盟国Yの事業者Bは、商品M
を事業者Aから取得すると加盟国YのVATを自ら負担する（自己賦課：
リバース・チャージ）。商品MのVATは加盟国Yに納付される。これに
対して、加盟国YのBが消費者の場合には、原産地主義が適用され、加
盟国xの事業者Aは加盟国xのVATを上乗せして消費者Bに販売する。
商品MのVATは加盟国Xに納付されることになる。
　以上のように、現行の制度は、複雑で、整合性に欠けたものである。ま
た、脱税の温床となりうるものである。現行制度を悪用した脱税として
は、回転木馬不正（carousel　fraud）が有名である。
　以上の問題について詳しく論じた記事を掲げると、次のとおりである。
　White　Paper　from　the　Commission　to　the　European　Council、“EC：Com－
pleting　the　lnternal　Market”（Intertax　l　985／9）
　J．B．　Van　der　Zanden、　Dr．　B．　J．　M．　Terra、　The　Hague、“EC：The　Re－
moval　of　tax　barriers；White　Paper　from　the　Commission　to　the　European
Councir’（lntertax　l987／6）
　Working　Document　from　the　Commission、“EC：Completing　the　intemal
market－The　lntroduction　of　a　VAI「clearing　mechanism　for　intra－commu－
nity　sales”@（lntertax　1988／1）
4　インターネット時代のVATの課題
　国境を超えたサービスの提供に対するVATの課税については、そもそ
もサービスの場合には国境での税関の機能が期待できないことから当初
から困難な問題を抱えていたが、経済全体に占めるサービスの重要性が小
さかった時代には、問題として大きく意識されることはなかった。ところ
が、経済に占めるサービスのウェートが増大し、特に1990年代以降はイ
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ンターネットによる商品のデジタル送信が可能となったことから、VATの
制度は大きな試練に直面する状況となっている。
　こうしたインターネット時代におけるVATの問題について論じた記事
は多数に上るが、そのうちの一部を挙げると次のとおりである。
　Professor　L　Hinnekens、　University　of　Antwerp、‘‘The　Challenge　of　Ap－
plying　VAT　and　lncome　Tax　Tenitoriality　Concept　and　Rules　to　lnternational
Electric　Commerce”（Intertax，Vblume26，Issue2．1998）
　Dr．　Michael　Massbaum、Deloitte＆Touche　Berlin，Gemlany／Klus　Eicker、
　　　　　　　　　　　　　　　　‘るDeloitte＆Touche Munich，Germany、　The　Proposa1　for　an　EC　Council　Di－
rective　Regarding　the　VAT　Arrangement　Applicable　to　Services　Supplied　by
Electric　Means”（lntertax，Vblume29，lssue3．2001）
5　おわりに
　以上のとおり、VATの執行は欧州において重大な困難に直面しているの
であるが、その克服は、インターネットを利用した取引への課税問題をみ
てもわかるように、わが国を含めVATタイプの間接税を実施しているす
べての国にとって共通の課題である。今後一層の研究が待たれている分野
といえよう。
　本書評で取り上げたテーマは全体のごく一部であり、本誌は、こうした
テーマを含め、さまざまな国際的課税問題について、過去からの時系列的
な知識とともに最新の情報を提供してくれるものであり、研究資料として
の利用が大いに期待される。
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